
社内預金保全のための保証に関する約定書 

 

 年  月  日 

 

会社（甲）住所  

     氏名又は名称  ◯印 

 

銀行（乙）住所  

     名 称  ◯印 

 

労働者（丙）別冊労働者名簿記載の各労働者 

 

代理人（丁）住所  

      氏 名  ◯印 

 

 

 甲と丙との間における貯蓄金管理に関する協定に基づき、甲が丙に対し負担する貯蓄金の元金の払戻債務の履行を

確保するため、賃金の支払の確保等に関する法律（昭和51年法律第34号）第３条に規定する保全措置として、乙が甲

と連帯して当該債務の履行を丙に対して保証するにつき、甲、乙、丙及び丁は、下記の条項を確約する。 

 

記 

 

第１条 丙は、次の事項につき丁に委任し、丁が丙を代理して行うことを認める。 

(1) 丙が甲に対して有する貯蓄金の元金の払戻請求権の保全のために行う保証契約の締結 

(2) 本約定書正本の保管 

(3) 保証債務の請求に関する手続及び保証債務の履行による金銭の受領 

(4) 副代理人の選任 

(5) 前各号に付帯するいっさいの行為 

２ 代理人に変更があったときは、甲及び新・旧代理人（丁）は、連署の上、乙所定の書面により遅滞なくその旨を

乙に届け出ることとする。 

第２条 乙は、甲の依頼により、甲が丙に対して負担する貯蓄金の元金の払戻債務につき、それぞれ別冊労働者名簿

の保証極度額の欄に記載された預金残額を限度として、丙に対して甲と連帯して当該債務の履行の責を負うことと

する。 

第３条 前条の保証債務の履行の請求は、甲が次の各号のいずれかに該当したときにのみ行うことができることとす

る。 

(1) 支払の停止又は破産、和議開始、更生手続開始、整理開始若しくは特別清算開始の申立があったとき。 

(2) 手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

(3) 賃金の支払の確保等に関する法律施行令（昭和51年政令第169号）第２条第１項第５号に規定する認定の 

 申請が受理されたとき。 

２ 甲及び丁は、甲が前項の各号のいずれかに該当したときは、直ちに、乙に通知することとする。 

印 紙 



第４条 乙に対する保証債務の履行の請求は、丙が個別に行うことなく、丁のみがこれを行うこととする。 

２ 丁は、乙に対して保証債務の履行を請求しようとするときは、あらかじめ、甲に対し、次に掲げる事項を丙の個

人別に記載し、かつ、丙の承認印が押印された書面の作成及び交付を請求することとする。 

(1) 保証債務の履行の請求時における貯蓄金の元金の額 

(2) 別冊労働者名簿の保証極度額の欄に記載された額 

(3) 第１号又は前号のいずれか少ない額（以下「被保証額」という。） 

３ 甲は、前項の請求を受けたときは、遅滞なく、当該書面を作成し、被保証額を合算した額を記載の上、これに署

名押印して、丁に交付することとする。 

４ 丁は、前項により交付を受けた書面に署名押印の上、これを乙に提出し、当該書面に記載された被保証額を合算

した額の金銭の交付を乙に対して請求することとする。 

第５条 甲の行方不明その他やむを得ない事情により甲が前条第３項の手続を行うことができないときは、丁は、当

該事情を明らかにした書面及び前条第２項に掲げる事項が丙の個人別に記載され、かつ、丙の承認印が押印された

書面（以下本条において「請求書面」という。）を作成し、署名押印の上、これに預金通帳その他預金債権を証す

る書面を添えて乙に提出し、当該請求書面に記載された債務の履行を乙に対して請求することとする。 

２ 乙が前項により請求を受けたとときは、丁に対し、必要に応じ、預金元帳その他の資料の提出を求めることがで

きることとする。 

第６条 乙は、第４条第４項又は前条第１項の請求を受けたときは、丁に当該金銭を交付することとする。 

第７条 乙は、第４条第４項又は第５条第１項により丁から提出された書面その他この取引に係るいっさいの書類に

押印された甲又は丁の印影が本約定書に押印された甲又は丁の印影と相違ないと認め、当該書面の記載内容に従い

金銭の交付等を行ったときは、その取扱いに関するいっさいの責任を免れるものとする。 

第８条 乙は、第６条により当該金銭を丁に交付したときは、甲に対し、その金額を求償できることとする。 

第９条 丁は、第６条により当該金銭の交付を受けたときは、直ちに丙の受領すべき金銭を丙の指定する金融機関の

預貯金口座に振込む方法により配分することとする。 

第10条 甲及び丁は、乙から請求があったときは、本約定による被保証債務について遅滞なく報告し、又は、必要な

資料を提供することとする。 

第11条 本約定の保証期間は、平成  年  月  日までとする。本約定による保証債務は、その期間が満了した 

ときに消滅することとする。その期間満了前に新約定が締結されたときも同様とする。 

２ 前項にかかわらず、その期間内に甲が第３条第１項の各号のいずれかに該当したときは、前項の期間の満了後３

ヵ月を経過した日までに第４条第４項又は第５条第１項の請求を行うこととし、この請求がないときは、本約定に

よる保証債務は消滅することとする。 

第12条 甲は、甲と丙との間における貯蓄金管理に関する協定に基づき、甲が丙に対して負担する貯蓄金の元金の払

戻債務の履行を確保するため、本約定のほかに、丙のために他の保全措置を講じているときは、その契約の明細

を乙に通知することとする。 

  将来、丙のために他の保全措置を講じたときも同様とする。 

第13条 本約定書は正本１通及び副本２通を作成し、正本は丁が保管し、副本は甲及び乙がそれぞれ１通を保管する

こととする。



（別冊） 

 労 働 者 名 簿 平成  年  月  日

氏 名 ◯印 住      所 保証極度額(単位円) 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

計  名  計   名 

    上記のとおり相違なきことを認めます。 

平成  年  月  日 

 

会社(甲)住 所  

    氏名又は名称  ◯印  

 

 

 


